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鎌倉市の人事行政運営等に関する状況について 

 

 鎌倉市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第６条の規定に基づき、職員の任免及び職員数、

職員の給与の状況など、鎌倉市における人事行政運営等に関する状況について次のとおり公表します。 

 

１ 職員の任免及び職員数等に関する状況 

 ※ 各年の職員数は、地方公共団体定員管理調査による実数から教育長を除いています（ただし、

平成 27 年度以降は地方公共団体定員管理調査要領が変更になり、教育長は調査対象外となりま

した）。 

（１）職員数の推移                   （各年４月１日現在） 

 

 

（２）部門別職員数の状況と主な増減理由      （各年４月１日現在 単位：人） 

  
職員数 対前年 増減 

主な増減理由 
H30 年 H29 年 増減数 内訳 

一般 

行政 

部門 

議会 

11 10 1     

(2) (2)   増  1   

総務 

254 256 -2 減 24 機構改革に伴う部門移動・業務縮小等 

(18) (20)   増 22 機構改革に伴う部門移動等 

税務 

67 68 -1 減 2 育児休業者対応終了等 

(2) (2)   増  1 育児休業者対応  

1362

1342

1356 1354

1351

1330

1335

1340

1345

1350

1355

1360

1365

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

（単位：人） 
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民生 

224 214 10 減  2 機構改革に伴う業務縮小 

(12) (5)   増 12 障害者雇用対策担当新設・地域共生課新設等 

衛生 

151 162 -11 減 14 退職者不補充等 

(6) (6)   増  3 休職者対応等 

労働 

2 2 0       

            

農林水産 

7 8 -1 減   1 欠員不補充  

            

商工 

10 10 0       

            

土木 

156 159 -3 減  8 欠員不補充等 

(14) (17)   増  5 休職者対応等 

小計 
882 889 -7 減 52 

  
(54) (52)   増 45 

特別 

行政 

部門 

教育 

151 148  3 減  3 欠員不補充等  

(10) (21)   増 6 鎌倉歴史文化交流館職員配置等 

消防 

237 236  1       

(4) (3)   増 1 次年度補充への対応 

小計 
388 384  4 減 3 

  

(14) (24)   増 7 

公営 

企業 

等会 

計部 

門 

下水道 

39 38  1 減  1 欠員不補充等  

(5) (5)   増 2 勤務条件の改善（施設部門） 

その他 

42 43 -1 減 1 機構改革に伴う業務移管 

(0) (2)      

小計 
81 81  0 減 2 

  
(5) (7)   増 2 

合計 
1,351 1,354 -3 減 57 

  
(73) (83) (-10) 増 54 

  （注）１ 職員数は一般職の職員数であり、臨時職員又は非常勤職員を除きます。 

    ２ ( )内は、再任用短時間勤務職員であり、外数です。 

    ３ 一般行政部門とは、特別行政部門、公営企業等会計部門以外の部門です。特別行政 
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          部門とは、教育、消防の部門です。公営企業等会計部門とは、下水道等の部門です。 

４ 教育部門の職員数には、市長部局の職員３名が含まれています。 

 

（３）年齢別職員数の状況 

   ① 年齢別職員構成の状況（平成 30 年４月１日現在） 

20歳 25歳 30歳 35歳 40歳 45歳 50歳 55歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

24歳 29歳 34歳 39歳 44歳 49歳 54歳 60歳

市長部局 11 68 128 114 99 103 120 125 158 926

教育委員会 0 3 10 12 10 24 23 25 33 140

消防本部 4 26 40 45 20 21 7 38 33 234

合計 15 97 178 171 129 148 150 188 224 1,300

合　計
20歳
未満

 

（注）再任用週 38時間 45 分勤務職員（51 名）は除いています。 

 

② 全職員の平均年齢（各年４月１日現在） 

 平成30年 平成29年 

平均年齢 41歳７月 41歳６月 

  （注）平均年齢は再任用職員を除いて計算しています。 

 

（４）定員管理の数値目標及び進捗状況 

～第４次職員数適正化計画について～ 

本市では平成 29 年度を始期とする第４次職員数適正化計画を平成 29年２月に策定し、業務その

ものを民間事業者に委託する手法や業務の担い手を職員以外の者に見直す手法、事務事業の見直し、

事務制度の見直しなどを行うことにより、平成 38 年４月１日までに 109 人の職員数の減員を目標

としています。 

（各年４月１日現在 単位：人） 

 平成 28 年度 

基準年 

平成 29 年度 

計画始期 

平成 30 年度 数値目標 

基準職員数 1,324 人 1,319 人 1,311 人 1,215 人 

増減（年度） - ▲５人 ▲８人 
▲109 人 

増減（累計） - ▲５人 ▲13 人 

（注） 

１ 計画期間は、平成 29 年度～37 年度の９年間です。 

２ 増減は平成 28年度（基準年）からみた増減としています。 

３ 基準職員数は、１（１）で示した職員数から育児休業者などの定数外職員を除いた職員数と

しています。 
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（５）採用者の状況 

 

   ① 職種別・採用方法別職員数                                                                    

       採用方法は、試験による採用と選考による採用とがあります。 

試験採用については、一般職の第一次試験は教養試験・適性検査、第二次試験は面接、第三次

試験は面接を主な内容としています。 

消防職の試験採用については、第一次試験は、体力試験、第二次試験は教養試験及び適性検査、

第三次試験は面接及び集団討論を主な内容としています。 

 （単位：人） 

試験採用 選考採用 計 試験採用 選考採用 計

計 29 6 35 62 9 71

うち女性 16 4 20 30 4 34

計 0 1 1 0 1 1

うち女性 0 1 1 0 1 1

計 11 0 11 8 0 8

うち女性 0 0 0 0 0 0

計 40 7 47 70 10 80

うち女性 16 5 21 30 5 35

平成28年度

一般職

技能労務職

消防職

計

平成29年度
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② 採用試験の実施状況 

平成 29 年度 

１次 ２次 ３次

169 128 72 31 15 15

(58) (43) (18) (9) (4) (4)

2 2 1 0 0 0

(1) (1) (0) (0) (0) (0)

2 2 1 1 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

9 8 7 6 4 3

(1) (1) (1) (1) (0) (0)

2 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

2 1 1 0 0 0

(2) (1) (1) (0) (0) (0)

239 182 54 12 7 6

(68) (45) (12) (6) (5) (5)

35 30 19 12 7 5

(15) (13) (5) (4) (2) (1)

0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

19 12 10 5 0 0

(2) (2) (1) (0) (0) (0)

43 37 20 3 1 1

(36) (30) (18) (3) (1) (1)
37.0

2.0

-

事務

事務（高卒）

土木

26.0

4.3

-

-

事務（障害者） -

合格者数
倍率

事務

事務（障害者）

建築

採用
者数

8.5

-

-

10月

一次
試験

職種（一般職） 応募者数 受験者数

土木

化学

6月

栄養士

電気

 

（注）各職種の（  ）内の数は、女性の人数であり、内数です。 

倍率は、受験者数／最終合格者数です。 

試験内容  

【６月実施分】  

一次試験…教養試験・適性検査 

二次試験…個人面接 

三次試験…個人面接（最終） 
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【10 月実施分】 

一次試験…教養試験・適性検査 

二次試験…個人面接 

三次試験…個人面接（最終） 

 

2 2 2 2

(2) (2) (2) (2)

0 0 0 0

(0) (0) (0) (0)

合格者
数

採用
者数

倍率
試験

職種（一般職） 応募者数 受験者数

10月

育児休業代替職員
（栄養士）

育児休業代替職員
（保育士）

1.0

-

 

（注）各職種の（  ）内の数は、女性の人数であり、内数です。 

倍率は、受験者数／最終合格者数です。 

【試験内容】 

個人面接 

 

 

実施 

時期 
職種 応募者数 受験者数 

合格者数 

採用者数 倍率 

1 次 ２次 ３次 

９月 消防職 145（9） 115

（7） 

53（2） 20（1） 9（1） 9（1） 12.8  

（注）各職種の（  ）内の数は、女性の人数であり、内数です。 

倍率は受験者数／最終合格者数で出しています。 

【試験内容】 

一次試験…体力検査 

二次試験…教養試験・適性検査 

三次試験…個人面接（最終） 
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平成 28 年度 

１次 ２次 ３次 ４次

262 241 124 52 32 20 15

(106) (102) (53) (19) (14) (9) (6)

8 7 3 1 0 0 0

(1) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

12 11 7 5 3 2 1

(5) (4) (2) (2) (1) (1) (1)

13 11 10 4 3 1 1

(3) (3) (2) (0) (0) (0) (0)

56 53 30 16 10 6 6

(46) (44) (27) (14) (9) (6) (6)

10 9 9 6 6

(4) (4) (4) (3) (3)

12 10 6 2 0

(3) (3) (2) (1) (0)

1 1 1 0 0

(0) (0) (0) (0) (0)

1 1 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0)
-

11.0

8.8

事務（高卒）

土木（大学他）

土木（短大等）

1.5

5.0

-

合格者数
倍率

事務（大学）

事務（障害者）

建築（大学他）

採用
者数

12.1

-

5.5

11月

一次
試験

職種（一般職） 応募者数 受験者数

土木（大学他）

保育士

5月

土木（高卒）

 

（注）各職種の（  ）内の数は、女性の人数であり、内数です。 

倍率は、受験者数／最終合格者数です。試験内容  

【５月実施分】  

一次試験…集団面接 

二次試験…教養試験・適性検査・エントリーシート・専門試験（建築・土木） 

三次試験…個人面接 

四次試験…個人面接（最終） 

【11 月実施分】 

一次試験…教養試験・適性検査・エントリーシート・専門試験（土木）・個人面接 

二次試験…個人面接（最終） 
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1 1 0 0

(1) (1) (0) (0)

1 1 1 1

(1) (1) (1) (0)

4 4 4 3

(4) (4) (4) (3)
1.0

合格者
数

採用
者数

倍率
試験

職種（一般職） 応募者数 受験者数

1月
育児休業代替職員
（保育士）

8月

育児休業代替職員
（保健師）

育児休業代替職員
（司書）

-

1.0

 

（注）各職種の（  ）内の数は、女性の人数であり、内数です。 

倍率は、受験者数／最終合格者数です。 

【試験内容】 

個人面接、体力検査（保育士のみ） 

 

10 8 1 1

(2) (1) (0) (0)
8.0

合格者
数

採用
者数

倍率
試験

職種（一般職） 応募者数 受験者数

8月
特定任期付職員（事
務）

 

（注）各職種の（  ）内の数は、女性の人数であり、内数です。 

倍率は、受験者数／最終合格者数です。 

【試験内容】 

個人面接 

 

9 7 7 1 1

(3) (3) (3) (1) (1)

6 6 6 0 0

(5) (5) (5) (0) (0)
-

合格者
数

採用
者数

倍率
試験

職種（一般職） 応募者数 受験者数

1月 任期付職員（事務）

11月 任期付職員（事務） 9.0

書類選
考合格
者数

 

（注）各職種の（  ）内の数は、女性の人数であり、内数です。 

倍率は、応募者数／最終合格者数です。 

【試験内容】 

書類選考、プレゼンテーション及び個人面接 
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4 4 1 1

(3) (3) (1) (1)
4.0

採用
者数

倍率
一次
試験

職種（一般職） 応募者数 受験者数

2月
技能労務職職員
（給食調理員）

合格者
数

 

（注）各職種の（  ）内の数は、女性の人数であり、内数です。 

倍率は、受験者数／最終合格者数です。 

【試験内容】 

個人面接、体力検査、適性検査 

 

実施 

時期 
職種 応募者数 受験者数 

合格者数 

採用者数 倍率 

1 次 ２次 ３次 

９月 消防職 148（2） 126

（2） 

80（2） 22

（0 ） 

11（0） 11（0） 11.5  

（注）各職種の（  ）内の数は、女性の人数であり、内数です。 

  倍率は受験者数／最終合格者数で出しています。 

【試験内容】 

一次試験…体力検査 

二次試験…教養試験・適性検査 

三次試験…個人面接及び集団討論（最終） 
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（６）昇任制度の概要と実施状況 （職種別、級別） 

      各級において、下記の昇任基準に従い、原則として内部の職員から選考し、上位の職に昇任をし

ています。（ ）内は、女性の昇任職員数であり、内数です。 

 【一般職職員】                              （単位：人） 

 

【技能労務職職員】                            （単位：人） 

 

 【消防職職員】                              （単位：人） 

級 職名 昇任基準 
昇任職員数 

平成29年度 平成28年度 

８ 部 長 １年以上７級（又は同等以上）の職の経験を有すること ４(０) ４(０) 

７ 次  長 ２年以上６級（又は同等以上）の職の経験を有すること ７(０) ６(０) 

６ 
課  長 

担当課長 
１年以上５級（又は同等以上）の職の経験を有すること 12(２) 12(２) 

５ 課長補佐 ２年以上４級（又は同等以上）の職の経験を有すること 17(６) 12(３) 

４ 担当係長 ４年以上３級（又は同等以上）の職の経験を有すること 18(８) 16(３) 

３ 主 事 １年以上２級（又は同等以上）の職の経験を有すること 22(９) 44(10) 

２ 職 員 １年以上１級（又は同等以上）の職の経験を有すること 34(13) 37(15) 

合           計 114(38) 131(33) 

級 職名 昇任基準 
昇任職員数 

平成29年度 平成28年度 

５ 担当係長 １年以上４級（又は同等以上）の職の経験を有すること ３(０) ２(０) 

４ 業務主事 ９年以上３級（又は同等以上）の職の経験を有すること 19(２) 27(２) 

３ 職 員 ６年以上２級（又は同等以上）の職の経験を有すること ０(０) ０(０) 

２ 職 員 ２年以上１級（又は同等以上）の職の経験を有すること ０(０) ２(２) 

合           計 22(２) 31(４) 

級 職名 昇任基準 
昇任職員数 

平成29年度 平成28年度 

８ 消防長 １年以上７級（又は同等以上）の職の経験を有すること ０(０) ０(０) 



 13 

 

 

（７）降任制度の概要と実施状況 

   降任とは下位の職に任命することであり、本人の意に反して行われる分限処分（４職員の分限処

分及び懲戒処分の状況を参照）としての降任と、本人の希望又は同意に基づく希望降任があります。 

   

○ 希望降任制度の概要と実施状況 

① 親の介護、子の育児、本人の病気で職務の軽減が必要な場合 

   平成 29年度の降任者数 ２人（平成 28 年度４人） 

 

② その他の場合 

     平成 29年度の降任者数 ０人（平成 28年度０人） 

 

（８）転任（人事異動）制度の概要と実施状況 

職員を昇任及び降任以外の方法で他の職に任命することを言います。 

 

                                     （単位：人） 

区分 市長部局 教育委員会 その他 

年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

部長級 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

次長級 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

課長級 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

その他 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

合計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

（注）教育委員会には、校長、教頭、教諭等は含みません。 

 

７ 次  長 ２年以上６級（又は同等以上）の職の経験を有すること ０(０) ０(０) 

６ 
課  長 

担当課長 
１年以上５級（又は同等以上）の職の経験を有すること ０(０) １(０) 

５ 課長補佐 ２年以上４級（又は同等以上）の職の経験を有すること １(０) １(０) 

４ 担当係長 ４年以上３級（又は同等以上）の職の経験を有すること ４(０) ５(１) 

３ 主 事 １年以上２級（又は同等以上）の職の経験を有すること ９(０) ９(０) 

２ 職 員 １年以上１級（又は同等以上）の職の経験を有すること ４(０) ７(０) 

合           計 18(０) 23(１) 
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（９）職種転換制度の概要と実施状況 

      人的資源の有効活用を行うため、「鎌倉市技能労務職職員の転任に関する要綱」により、技能労

務職の職員を選考によって一般職の職に転ずる制度を平成15年度から17年度の３か年において実

施しました。平成 18 年度から平成 21 年度までは実施せず、平成 22 年度に事務職場での事務経験

がある技能労務職職員に対する転任試験を「事務職場経験を有する技能労務職職員の転任に関する

要綱」により実施しました（転任試験合格者への発令は、平成 23 年４月１日付けとなります）。平

成 23年度以降は実施していません。 

（単位：人） 

   平成 29 年度 平成 28 年度 

転任試験 

合格者数 
０ ０ 

 

（10）庁内公募制度の概要と実施状況 

      組織の活性化を図るため、課長級のポストについて庁内職員の公募を行ない、選考のうえ登用を

するものです（選考後、職員への発令は、平成 30年４月１日付けとなります）。 

                                   （単位：人） 

 平成 29 年度 平成 28 年度 

課長級 １ ０ 

 

（11）退職者の状況 

   退職には、以下の事由の退職があります。 

ア 定年退職：定年（原則 60 歳）により退職する場合 

   イ 勧奨退職：人事管理上の目的から職員に退職勧奨を行い、これに応じて退職する場合 

   ウ 自己都合退職：本人の都合により退職する場合 

   エ その他：死亡による退職等 

    事由別退職者の数                        

 （単位：人） 

H29 H28 H29 H28 H29 H28 H29 H28 H29 H28

13 20 4 4 12 6 1 0 30 30

うち管理職 5 10 1 1 0 0 1 0 7 11

4 13 0 1 3 2 0 0 7 16

うち管理職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4 4 1 0 4 4 1 0 10 8

うち管理職 2 0 0 0 0 0 0 0 2 0

21 37 5 5 19 12 2 0 47 54

うち管理職 7 10 1 1 0 0 1 0 9 11

技能労務職

消防職

計

定年 勧奨 自己都合 その他 計

一般職
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（12）再就職の状況 

平成 28 年４月１日から平成 30 年３月 31 日までの間に、本市を退職した課長級以上の職員の再

就職状況は次のとおりです（鎌倉市職員の退職管理に関する条例第４条）。 

№ 氏名 退職時の 

職名 

退職日 再就職日 再就職先の名称及び地位 

１ 小池 忠紀 市民活動 

部長 

平成 29 年 

３月 31 日 

平成 30 年 

４月１日 

公益社団法人鎌倉市観光協会 

事務局長 

２ 佐藤 光夫 環境センタ

ー担当課長 

平成 29 年

３月 31 日 

平成 29 年

11 月 13 日 

社会福祉法人ラファエル会 

鎌倉れんげの里 

３ 佐藤 尚之 教育部長 

 

平成 30 年

３月 31 日 

平成 30 年 

４月１日 

豊島屋製菓株式会社大船工場 

副工場長 

４ 三留 定男 議会事務 

局長 

平成 30 年

３月 31 日 

平成 30 年 

４月１日 

公益財団法人鎌倉市公園協会 

常務理事兼事務局長 

 

（13）再任用の状況 

  再任用とは、高齢者雇用のため定年退職者を再雇用する制度です。 

  なお、再任用職員には、定年前の職員と同様に勤務する常時勤務職員と、それよりも短時間勤務 

する短時間勤務職員があります。 

                                  

 （単位：人） 

  職種 常時勤務 短時間勤務 

平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 

一 般 職 16 11 66 73 

技能労務職 32 31 14 21 

消 防 職 ２ ２ ３ ３ 

計 50 44 83 97 

（注）職種は再任用時の職種です。 

 

 

（14）外郭団体等への管理職の再就職の状況 

   退職（定年退職、勧奨退職）時に管理職であった者の外郭団体等への再就職の状況は以下のとお 

りです。                                                   

（平成 29年度及び平成 28 年度退職者）                 （単位：人） 

再就職先 外郭団体 

再就職者数 ０ 

（注）外郭団体とは、鎌倉市が資本金又は基本金等の 25％以上を出資している法人をいいます。 
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（15）公益法人、営利法人等への派遣の状況 

   実施なし 

  

 

（16）障害者の任用状況 

 法定雇用率   2.3％ 29年度       2.39％ 28年度       2.34％ 

   今後も地方公共団体としての社会的責任を念頭に置きながら、障害者雇用の促進に努めていき 

ます。 
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２ 職員の給与の状況 

（１）人件費の状況 

人件費とは、職員に支給される給与のほか、特別職に支給される給料・報酬、職員が加入する

市町村職員共済組合に支払う負担金等を合計したものです。 

※ 市町村職員共済組合は短期給付(健康保険に相当)、長期給付(公的年金に相当)等の事

業を行っており、その費用は職員から徴収する掛金と市町村の負担金によって賄われて

います。 

                                                        （普通会計決算） 

区分 
住民基本 

台帳人口 

歳出額 

Ａ 

実質収支 

 

人件費 

Ｂ 

人件費率 

（Ｂ／

Ａ） 

H29 年度 
H30.1.1 

176,242 人 

   千円 

59,644,157 

   千円 

1,541,450 

 千円 

12,269,267 

    ％ 

20.6 

H28 年度 
H29.1.1 

176,393 人 

   千円 

60,370,222 

   千円 

2,358,848 

 千円 

12,510,615 

    ％ 

20.7 

（注）普通会計とは、一般会計及び鎌倉都市計画事業大船駅東口市街地再開発事業を合計

したもので、特別会計のうち下水道事業、国民健康保険事業、後期高齢者医療事業及

び介護保険事業は含みません。 

 

（２）職員給与費の状況 

職員給与費とは、職員に支給する給与の総額をいいます。 

                                                         （普通会計決算） 

区分 

職員数 

Ａ 

給 与 費 一人当たり給与費 

     Ｂ／Ａ 給料 職員手当等 期末・勤勉手

当 

計 Ｂ 

H29 

年度 
1,273 人 

千円 

4,804,535 

千円 

1,850,505 

千円 

2,098,219 

千円 

8,753,259 

千円 

6,876 

H28 

年度 
1,274 人 

千円 

4,834,096 

千円 

1,862,291 

千円 

2,064,273 

千円 

8,760,660 

千円 

6,876 

（注）１ 職員手当等には退職手当を含みません。 

２ 職員数は、各年４月１日現在の人数です。 

３ 給与費については、短時間勤務職員の給与費が含まれており、職員数には当該職員

を含んでいません。 
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（３）ラスパイレス指数の状況 

 

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する

ため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職

俸給表（一）適用職員の俸給月額を 100 として計算した指数です。 

２ （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパ

イレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比

較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。 

    （補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率／（１＋国の指定基準に基

づく地域手当支給率）により算出。） 

３ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平

均したものです。 

 

（４）給与制度の総合的見直しの実施状況について 

     

 

①給料表の見直し 

    ［ 実施 ］ 

     

 

 

 

②地域手当の見直し 

     実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合） 

 

 

 

 

 

 

 

H27.4.1

100.7

（100.7）
Ｈ27.4.1

100.4 Ｈ27.4.1

98.7

H28.4.1

100.4

（100.4）

H28.4.1

101.1 Ｈ28.4.1

99.1

H29.4.1

100.0

（100.0）

H29.4.1

100.8 H29.4.1

99.1

H30.4.1

99.9

（99.9）
Ｈ30.4.1

100.5 H30.4.1

99.1

85

90

95

100

105

110

115

鎌倉市 類似団体平均 全国市平均

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引き下げ及び地

域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされています。 

 

【実施内容】 

一般行政職の給料表について、平均 1.7％引き下げ。（平成 27 年４月１日実施） 

 激変緩和のため、３年間（平成 30 年３月 31 日まで）の経過措置（現給保障）を実施。 

他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。 

（支給割合）国基準 15％に対し、鎌倉市においても 15％を支給。（変更なし） 

（参考） 

 
平成 26 年度

の支給割合 

平成 27 年度

の支給割合 

平成 28 年度

の支給割合 

平成 29 年度

の支給割合 

平成 30 年度

の支給割合 

国基準による

支給割合 
15％ 15％ 15％ 15％ 15％ 

鎌倉市の支給

割合 
15％ 15％ 15％ 15％ 15％ 
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（５）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成 30年４月１日現在） 

① 一般行政職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

鎌倉市 41.6 歳 312,296 円 438,851 円 397,700 円 

神奈川県 43.3 歳 333,447 円 440,972 円 393,957 円 

国 43.5 歳 329,845 円 ― 410,940 円 

類似団体 41.5 歳 317,123 円 418,929 円 377,574 円 

 

② 技能労務職 

区分 

公務員 民 間（今年度未公表） 
参

考 

平均 

年齢 

職員

数 

平均給料 

月  額 

平均給与 

月額(A) 

平均給与月額 対応する民

間の類似職

種 

平均 

年齢 

平均給与

月額(B) 
A/B （国ベース） 

鎌倉市 54.2 歳 156 人 333,903 円 436,679 円 404,472 円 ― ― ― ― 

 

うち 

清掃職員 
55.0 歳 75 人 335,135 円 462,150 円 407,091 円 

廃棄物処理

業従業員 
45.8 歳 293,000 円 1.58 

うち 

学校給食員 
49.9 歳 16 人 297,550 円 362,256 円 355,345 円 調理士 41.6 歳 284,600 円 1.27 

うち 

用務員 
57.0 歳 25 人 336,624 円 410,300 円 404,320 円 用務員 55.6 歳 207,200 円 1.98 

うち 

自動車運転手 
55.1 歳 7 人 353,857 円 454,299 円 436,599 円 

自家用乗用 

自動車運転者 
56.3 歳 240,500 円 1.89 

神奈川県 56.1 歳 260 人 351,807 円 426,390 円 403,965 円 ― ― ― ― 

国 50.7 歳 2,553 人 286,817 円 ― 328,637 円 ― ― ― ― 

類似団体 50.2 歳 116 人 333,314 円 402,727 円 378,013 円 ― ― ― ― 

 

区分 
参 考 

年収ベース（試算値）の比較 

鎌倉市 公務員（C） 民間（D） C／D 

 うち清掃職員 7,130,065 円 4,038,000 円 1.77 

うち学校給食員 5,841,016 円 3,797,100 円 1.54 

うち用務員 6,528,788 円 2,808,700 円 2.32 

うち自動車運転手 7,295,944 円 2,980,900 円 2.45 
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※  民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されるデータを使用しています。（平成 27～

29 年の３か年平均） 

※  技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において

完全に一致しているものではありません。 

※  年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12 倍した

ものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給され

た年間賞与の額を加えた試算値です。 

 

③ 消防職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

鎌倉市 39.3 歳 299,497 円 424,125 円 379,932 円 

類似団体 38.5 歳 305,409 円 410,871 円 363,016 円 

 

（注）①、②、③について 

１ 平均給料月額とは、平成 30 年４月１日現在における職員の基本給の平均です。 

２  平均給与月額とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、超過勤務

手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明

らかにされているものです。 

また、平均給与月額（国ベース）は、国家公務員の平均給与月額に超過勤務手当、特殊勤務

手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算した

ものです。 
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（６）職員の初任給の状況                                  （平成 30年４月１日現在） 

区  分 鎌 倉 市 神奈川県 国 

一般 

行政職 

大学卒 
189,400 円 

（ 188,400 ） 

185,800 円 

（ 184,800 ） 

総合職 183,700 円 

（ 182,700 ） 

一般職 179,200 円 

  （ 178,200） 

高校卒 
155,500 円 

（ 154,500 ） 

151,500 円 

（ 150,500 ） 

147,100 円 

（ 146,100 ） 

技能 

労務職 

高校卒 
152,800 円 

（ 151,800 ） 

149,200 円 

（ 148,200 ） 
― 

中学卒 
145,700 円 

（ 144,700 ） 

140,400 円 

（ 139,400 ） 
― 

消防職 

大学卒 
189,400 円 

（ 188,400 ） 
― ― 

高校卒 
161,400 円 

（ 160,400 ） 
― ― 

（注）（ ）内は平成 29 年４月１日現在の状況です。 

 

 

（７）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況          （平成 30 年４月１日現在） 

区  分 

経験年数 10 年 

(10 年以上 15 年未

満) 

経験年数 20 年 

(20 年以上 25 年未

満) 

経験年数 25 年 

(25 年以上 30 年未

満) 

経験年数 30 年 

(30 年以上 35 年未

満) 

一般 

行政職 

大学卒 
267,925 円 

（ 265,296 ） 

360,276 円 

（ 363,583 ） 

395,483 円 

（ 398,597 ） 

416,465 円 

（ 417,032 ） 

高校卒 
241,567 円 

（ 238,260 ） 

345,343 円 

（ 352,057 ） 

376,182 円 

（ 376,195 ） 

392,422 円 

（ 395,870 ） 

技能 

労務職 
 

―  円 

（   ―  ） 

319,262 円 

（ 319,474） 

345,897 円 

（ 346,746 ） 

367,777 円 

（ 363,400 ） 

消防職 

大学卒 
279,824 円 

（ 279,167 ） 

369,850  円 

（ 372,167 ） 

―  円 

（   ―  ） 

403,550 円 

（ 399,415 ） 

高校卒 
251,680 円 

（ 249,127 ） 

363,433  円 

（ 359,833 ） 

378,450 円 

（ 376,850 ） 

395,436 円 

（ 395,780 ） 

（注）（ ）内は平成 29年４月１日現在の状況です。 
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（８）給料表の種類、級数、額等の概要 

職員の給料については、職務の内容に応じて区分される「給料表」と、職務の複雑さ、困難さ、

責任の度合いにより区分される「級」と、給料表と級に応じて定められている「号給」ごとに決め

られています。 

（平成 30年４月１日現在） 

種類 
適用人数 

（人） 

給料月額（円） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

一般職 

消防職 

1,194 

（ 63） 

最高号給額 247,100 303,800 358,600 389,800 404,300 426,300 451,700 470,300 

最低号給額 142,600 192,700 228,900 262,000 288,000 318,500 362,300 470,300 

技能 

労務職 

 156 

 

（ 10） 

最高号給額 241,600 281,300 348,100 371,100 389,800    

最低号給額 136,500 180,300 192,700 225,200 262,000    

（注）（ ）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きの人数です。 

 

（９）一般行政職の級別職員数の状況 

ア 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況         （平成 30 年４月１日現在） 

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 合計 

標準的な 

職務内容 

事務職員 

技術職員 

事務職員 

技術職員 

主事 担当係長 課長補佐 課長 次長 部長  

職員数 
48 人 

（  ） 

157 人 

（ 54 ） 

222 人 

（   

） 

 117 人 

（    ） 

 89 人 

（  ） 

 65 人 

（  ） 

32 人 

（  ） 

 15 人 

（  ） 

 745 人 

（ 54 

） 

構成比 
 6％ 

（  ） 

 21％ 

（100 ） 

 30％ 

（  

） 

 16％ 

（    ） 

 12％ 

（  ） 

 9％ 

（  ） 

 4％ 

（  ） 

 2％ 

（  ） 

100％ 

（100 

） 

（注）１ 鎌倉市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

    ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

    ３ （ ）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きの人数です。 
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（注）平成 26年 10 月に職級別の職務を見直し、級の切り替えを実施しています。 

  （４級・５級(主査)→３級、５級(係長職)→４級、６級→５級、７級→６級、８級(次長職)→７級） 

 

  イ 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（平成 30 年４月１日現在） 

 

  

１級 6% １級 9% １級 9%

２級 21%
２級 20%

２級 15%

３級 30%
３級 30%

３級 12%

４級 16% ４級 14%

４級 14%

５級 12% ５級 12%

５級 20%

６級 9% ６級 9%

６級 14%

７級 4% ７級 4%

７級 10%

８級 2% ８級 2% ８級 6%
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平成30年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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ウ 昇給への人事評価の活用状況 

平成 29 年４月２日から平成 30 年４月１日 

までにおける運用 
管理職員 一般職員 

ア 人事評価を活用している   

 

活用している昇給区分 
昇給可能

な区分 

昇給実績が

ある区分 

昇給可能

な区分 

昇給実績が

ある区分 

上位、標準、下位の区分     

上位、標準の区分     

標準、下位の区分     

標準の区分のみ（一律）     

イ 人事評価を活用していない ○ ○ 

 活用予定時期 平成 31 年度 平成 31 年度 

 

（１０）職員手当の状況 

職員は、次の手当が支給されます。 

・ 期末手当・勤勉手当：民間企業のボーナス等に相当する手当 

・ 退職手当：退職したときに支給される一時金 

・ 地域手当：民間における賃金等を考慮して職員に支給される手当 

・ 特殊勤務手当：危険、困難、不健康な業務等に従事したときに支給される手当 

・ 超過勤務手当：正規の勤務時間を超えて勤務したときに支給される手当 

・ その他、扶養手当、住居手当、通勤手当等があります。 

ア 期末手当・勤勉手当 

鎌倉市 神奈川県 国 

１人当たり平均支給額 

（29年度） 

  1,555 千円 

１人当たり平均支給額 

（29年度） 

  1,754 千円 

― 

（29 年度支給割合） 

期 末 手 当  勤 勉 手 当   

2.60  月分  1.80  月分 

（1.45）月分 （0.85）月分 

（29 年度支給割合） 

期 末 手 当  勤 勉 手 当   

2.60  月分  1.80  月分 

（1.45）月分 （0.85）月分 

（29 年度支給割合） 

期 末 手 当  勤 勉 手 当   

2.60  月分  1.80  月分 

（1.45）月分 （0.85）月分 

（29 年度加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

役職加算  ５％～20％ 

（29 年度加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

役職加算  ５％～20％ 

管理職加算 10％～20％ 

（29 年度加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

役職加算  ５％～20％ 

管理職加算 10％～25％ 

（注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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○勤勉手当への人事評価の活用状況 

平成 29 年度中における運用 管理職員 一般職員 

ア 人事評価を活用している ○  

 

活用している成績率 
支給可能

な成績率 

支給実績が

ある成績率 

支給可能

な成績率 

支給実績が

ある成績率 

上位、標準、下位の成績率 ○    

上位、標準の成績率  ○   

標準、下位の成績率     

標準の成績率のみ（一律）     

イ 人事評価を活用していない  ○ 

 活用予定時期  平成 31 年度６月期 

 

イ 退職手当                      （平成 30年４月１日現在） 

鎌倉市 国 

（支給率）   自己都合   勧奨・定年 

勤続 20 年   19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続 25 年   28.0395 月分  33.27075 月分 

勤続 35 年   39.7575 月分 47.709 月分 

最高限度額  47.709 月分  47.709 月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（２％～20％加算） 

１人当たり平均支給額  

3,278 千円  21,718 千円 

（支給率）   自己都合   勧奨・定年 

勤続 20 年   19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続 25 年   28.0395 月分  33.27075 月分 

勤続 35 年   39.7575 月分 47.709 月分 

最高限度額  47.709 月分  47.709 月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（２％～45％加算） 

 

（注）１人当たり平均支給額は、29 年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。 

 

ウ 地域手当                      （平成 30年４月１日現在） 

支給実績（29年度決算） 812,394 千円 

支給職員１人当たり平均支給額（29 年度決算） 567,307 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

全域 15％ 1,445 人 15％ 

 

 

エ 特殊勤務手当                      （平成 30 年４月１日現在） 

支給実績（29 年度決算） 11,469 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（29 年度決算） 30,665 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（29 年度） 25.9％ 

手当の種類（手当数） 12 
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手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（29 年度決算） 

左記職員に対

する支給単価 

感染症防疫作業手当 環境保全課 

感染症の患者等の救護、

感染症の病原体が付着

した物件等の処理 
0 円 1 回 400 円 

災害等の活動及び救

急作業手当 
消防本部 災害等の防災作業等 8,765 千円 

日額又は１件

500 円以内 

昆虫等駆除作業手当 環境保全課 スズメバチの駆除作業 26 千円 １件 500 円 

清掃作業手当 環境センター 

犬猫等の死体処理作業 

415 千円 

１件 500 円 

ごみ焼却炉の炉内清掃

作業 
日額 700 円 

税務職手当 
納税課、資産税課、

債権管理課 

市税の賦課のための調

査又は検査、滞納市税の

徴収、滞納処分事務 

127 千円 

１日又は納税

者１人につき 

150 円以内 

保健師の療養指導等

手当 

高齢者いきいき課、 

市民健康課 

家庭訪問による療養又

は衛生指導 
34 千円 日額 130 円 

社会福祉事業従事手

当 

保育課、障害者福祉

課、生活福祉課 他 

社会福祉法第 15 条第 4

項の現業事務 
1,285 千円 日額 180 円 

公害検査手当 環境保全課 
有害ガス等不快感を伴

う公害の検査 
9 千円 日額 220 円 

滞納整理等業務手当 債権管理課 
滞納整理 

14 千円 
日額 150 円 

差押又は公売執行 日額 240 円 

現場作業手当 

環境センター、建築

指導課、文化財課 

他 

地上 10 メートル以上の

高所における枝払等 
40 千円 

日額 900 円 

上記以外の著しく危険

又は不快な業務 
日額 110 円 

下水道汚水処理作業

手当 
浄化センター 

浄化センターでの機器

の調整、水質検査等の業

務における汚水処理作

業 

289 千円 日額 410 円 

障害児訓練業務手当 発達支援室 
あおぞら園における障

害児の機能訓練業務 
465 千円 日額 700 円 

 

オ 超過勤務手当                    （平成 30年４月１日現在） 

支給実績（29年度決算） 517,703 千円 

職員１人当たり平均支給年額（29 年度決算） 397 千円 

支給実績（28年度決算） 524,100 千円 

職員１人当たり平均支給年額（28 年度決算） 397 千円 

（注）１ 超過勤務手当には、休日給、夜勤手当を含みます。 

２ 職員 1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年

度の４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上超過勤務手当の支給対象とはならない職

員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 
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カ その他の手当                      （平成 30 年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

(29 年度決算) 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（29 年度決算） 

扶 養 

手 当 

扶養親族のある職員に対して支給する。 

配偶者  7,500 円 

子    11,300 円 

父母等  7,500 円 

 

16～22 歳の加算 

     5,000 円 

異  

配偶者   6,500 円 

子   10,000 円 

父母等  6,500 円 

 

16～22 歳の加算 

     5,000 円 

158,194 千円 254,741 円 

管理職

手 当 

管理又は監督の職にある職員に対して、そ

の職務の特殊性に基づき支給する。 

６級～８級 73,600～110,000 円 

異 俸給の特別調整額 

一種～五種 

46,300～130,300 円 

139,796 千円 1,027,912 円 

住 居 

手 当 

自ら居住している住宅を賃借している職員 

（市内居住者）30,100 円 

（市外居住者）28,000 円 

自己の住居を所有する職員 

（市内居住者）15,300 円（当分の間、

市外居住者に対する経過措置あり） 

異 自ら居住している住

宅 を 賃 借 し 、月 額

12,000 円を超える家

賃を払っている職員 

    27,000 円 

188,344 千円 201,222 円 

通 勤 

手 当 

徒歩により通勤するものとした場合の通勤

距離が、片道２km 以上であること 

・交通機関等の利用者 

６月分定期運賃等相当額（ただし、一箇月

当たり 55,000 円が支給限度額） 

・自動車等の使用者 

使用距離区分に応じて 2,000～31,600 円 

同  129,009 千円 96,692 円 

管理職

員特別

勤 務 

手 当 

管理職手当の支給を受ける職員が臨時又は

緊急の必要等により勤務不要日等又は平日

深夜（午前０時から午前５時までの間）に

勤務した場合 

６級～８級  

（勤務不要日等）3,500 円～18,000 円 

（平日深夜）  3,500 円～6,000 円 

異  

 

 

一種～五種 

（週休日等） 

6,000円～18,000円 

（平日深夜） 

3,000 円～6,000 円 

2,191 千円 33,197 円 
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（１１）特別職の報酬等の状況                            （平成 30年４月１日現在） 

区  分 給  料  月  額  等 

給

料 

市   長 

副 市 長 

教 育 長 

961,000 円 

814,000 円 

716,000 円 

報

酬 

議   長 

副 議 長 

議   員 

579,000 円 

520,000 円 

479,000 円 

期

末

手

当 

市   長 

副 市 長 

教 育 長 

（29 年度支給割合） 

3.55 月分 

 

議   長 

副 議 長 

議   員 

（29 年度支給割合） 

4.40 月分 

 

退

職

手

当 

 

市   長 

副 市 長 

教 育 長 

（算定方式）         （一期の手当額） （支給時期） 

給料月額×在職年数×400/100  15,376,000 円   任期ごと 

給料月額×在職年数×320/100  10,419,200 円   任期ごと 

給料月額×在職年数×240/100   5,155,200 円   任期ごと 

備   考 現市長については、退職手当を支給しない。 

（注） １ 常勤の特別職には給料を、非常勤の特別職には報酬を支給することとされています。 

２ 退職手当の「一期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、一期（市

長と副市長は４年、教育長は３年）勤めた場合における退職手当の見込額です。 

 

（１２）給与の見直しの状況 

項 目 対 象 内 容 実施時期 

給    料 
一般職 短大卒及び高卒の初任給基準を引き下げ Ｈ23.4 

支給対象職員 現給保障経過措置額の段階的廃止 Ｈ24.4 

特殊勤務手当 支給対象職員 
２種類を廃止 

支給対象及び支給方法の見直し 
Ｈ27.4 

退 職 手 当  支給対象職員 
支給率の段階的引き下げ Ｈ25.4 

支給率の引き下げ Ｈ30.4 

扶 養 手 当 支給対象職員 
配偶者の手当額を引き下げ、子の手当額を

引き上げ 
Ｈ29.4 

住 居 手 当  支給対象職員 

自宅に係る手当額を引き下げ 
Ｈ21.12 

Ｈ23.1 

その他の区分を廃止 Ｈ22.12 

市外借家に係る手当額を引き下げ 

市外自宅に係る手当を廃止 

Ｈ26.10 

Ｈ27.4 

勤 勉 手 当 支給対象職員 勤勉手当の基礎額から扶養手当を除外 Ｈ23.12 

通 勤 手 当 支給対象職員 

支給要件を片道 2ｋｍ以上に改正 Ｈ24.4 

一箇月当たり 55,000 円を支給限度額とし

て規定 
Ｈ29.4 
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 ※新たな人事給与制度 平成 26年 10 月実施 

  職務内容・職責に応じた処遇の確保及び給与の適正化を図るべく各種見直しを行いました。主な内

容は次のとおりです。 

項 目 対 象 内 容 

級別標準職務 全職員 
職級別の職務を再編。技能労務職の職制を

６級制から５級制へ変更。 

給    料 

全職員 給料表を減額改定 

一般職・消防職・技能労務職 
大卒、高卒、技能労務職の初任給基準を引

き下げ 

部長職 給料月額を定額化 

期末勤勉手当 支給対象職員 
役職に応じて支給する役職者加算の級別

の額を見直し 

住 居 手 当 支給対象職員 手当額の引き下げ及び廃止 

退 職 手 当 支給対象職員 
役職に応じて支給する調整額の級別の額

を見直し 

 

（１３）旅費の概要 

    公務出張、赴任に要する費用を旅費として支給しています。 

その支給内容の概要は次のとおりです。 

鉄道賃・船賃 

航空賃・車賃 
路程に応じ運賃等を支給しています。 

災害派遣料 
災害応急対策又は災害復旧のために市外に旅行した場合に支給して

います。（１日につき 3,970 円） 

宿 泊 料 
宿泊を要する場合に実費精算方式により支給しています。 

（１夜あたり上限額 特別職 14,000 円、一般職 13,000 円） 

移 転 料 
赴任に伴う住所又は居所の移転について、路程等に応じ定額により 

支給しています。 
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３ 勤務時間その他の勤務条件 

（１）職員の勤務時間、休憩時間の概要 （平成 29 年４月１日現在） 

   職員の勤務時間は、原則として８時 30分から 17時 15 分までの１日７時間 45分（休憩１時間を

除く）、週 38 時間 45 分です。 

 

8:30                    12:00         13:00                     17:15 

 

 

 

 

異なる勤務時間の例 

 クリーンセンターに勤務する職員：８時 15 分から 17時まで（休憩は 12時から 13時まで） 

 

（２）職員の年次休暇の概要と取得状況 

   労働基準法の規定に従い、原則として１年に 20日の有給休暇が与えられます。 

   （各年１月１日から 12月 31 日）      （単位：日） 

平成 29 年の平均取得日数 平成 28 年の平均取得日数 

11.1 日 10.5 日 

   ※ 期間中に育児休業や休職中の職員等、年次休暇を１日も取得していない職員は対象から除い

ています。 

  

（３）特別休暇の概要と取得状況  

   年次休暇以外にも、特別な事由に該当する場合は、特別な休暇が認められます。 

 （各年１月１日から 12月 31 日の取得者数） 

種 類 具体的な内容 
付与日数 

（日） 

取得者数（人） 

平成 

29 年 

平成 

28 年 

忌引 喪に服するための休暇 １～10 日(配偶者 10

日、父母 7 日等続柄

によって異なる） 

176 169 

産前産後休暇 分べん予定日以前８週間（多胎の

場合 14 週間）から取得できる 

分べんの日以後８週間（多胎の場

合 14週間）取得できる 

16 週間 23 25 

出産休暇 配偶者の出産 ２日間 ８ 11 

育児参加休暇 出産予定日から６週間前の日から

当該出産の日以後８週間以内に取

得できる。 

５日 18 16 

健康診査 妊娠中又は出産後１年以内の女性

職員が母子保健法第 10 条に規定

する保健指導又は同法第 13 条に

規定する健康審査をうける場合 

妊娠中は４週間に１

回～１週間に１回 

出産後１年までに１

回 

17 19 

休憩時間 
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通勤緩和 妊娠中の女性職員が通勤に利用す

る交通機関の混雑の程度が、母体

の健康維持に重大な支障を与える

程度に及ぶものと認める場合 

勤務の始め又は終わ

りにおいて、１日に

つき１時間以内。 

３ ５ 

生理休暇 生理日において勤務することが著

しく困難である女性職員の生理日

の場合 

２日を超えない範囲

で必要と認める期間 

７ ９ 

結婚休暇  ７日以内で必要と認

める期間 

21 19 

父母の祭日 父母の祭日（49 日、１周忌等） １日 14 12 

配偶者の祭日 配偶者の祭日（49日、１周忌等） １日 ０ ０ 

人間ドック等 人間ドック等を受ける場合 １日又は１時間を単

位として 1日以内 

455 448 

天変地異 交通機関の遅れ等 必要な期間 428 348 

看護休暇  ７日 87 70 

夏季特別休暇※ ７月～９月の間 ７日間 1,366 1,268 

ボランティア休暇  ５日 ０ ０ 

リフレッシュ休暇  勤続期間 10 年･３日 

20 年･４日 

30 年･５日 

87 83 

 

（４）療養休暇の概要と取得状況 

   職員が負傷または疾病のために勤務できない場合、医師の証明書等に基づき、療養のために必要

最小限度の期間、勤務することが免除されます。 

 
取得者数 

平成 29 年度 平成 28 年度 

療養休暇 288 人 288 人 

 

（５）職員の育児休業の概要と取得状況  

   職員が育児をするための休業制度があり、最長で子が３歳に達する日まで取得することができま

す。育児休業は１日単位で、部分休業は１日につき 30 分単位で２時間まで取得することができま

す。 

 取得者数（人） 

平成 29 年度 平成 28 年度 

育児休業 20（18） 20（19） 

部分休業 ９（８） ４（４） 

（注）（  ）内は、女性の取得者数であり、内数です。 
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（６）安全衛生管理体制の整備状況    

   事業上の規模及び業種によって、安全・衛生管理者等を選任、設置する必要があります。 

   （各年４月１日現在） 

組織等 説明 

平成 29 年（※１） 平成 28 年 

設置すべき 

事業場数 

うち設置 

事業場数 

設置すべき 

事業場数 

うち設置 

事業場数 

総 括 安 全 

衛生管理者 

安全管理者及び衛生管理者の指揮や、労働

者の危険または健康障害を防止するための

措置等の事業場の安全衛生に関する業務の

統括管理を行う者 

１ １ １ １ 

安全管理者 

総括安全衛生管理者の指揮のもとに、職場

の設備や作業方法等に危険がある場合にお

ける応急措置、安全に係る技術的事項を管

理する者 

２ １ ２ ２ 

衛生管理者 

総括安全衛生管理者の指揮のもとに、健康

に異常のある者の発見・措置や、作業環境

の衛生上の調査等、衛生に係る技術的事項

を管理する者 

４ ３ ５ ５ 

安 全 衛 生 

推 進 者 等      

安全管理者及び衛生管理者の選任が義務づ

けられていない事業場において、施設、設

備等の点検、使用状況の監視等を行う者 
47 44 44 41 

産 業 医     

（※２） 

健康診断を実施する等、労働者の健康管理

に当たるとともに、事業者又は総括安全衛

生管理者を指導助言する等、専門家として

活動する医師 

４ ４ ５ ５ 

安 全 衛 生 

委 員 会 

職員の危険及び健康障害を防止するための

基本となる対策に関することについて調査

審議するために設置される委員会 
４ ３ ５ ５ 

※１ 平成 29 年は、労働安全衛生法に基づき選任又は設置が義務付けられた事業所数のみを記載

していますが、平成 28年は、任意に選任したものが含まれています。 

※２ 平成 28 年は、産業医の選任施設５箇所に対し延５人の産業医を配置していますが、産業医

の実人数は４人で、兼務しています。 
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４ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況 

   職員は身分を保障されていますが、一定の事由があれば、分限処分や懲戒処分により職を失ったり、

降任されたり、給料を減額されたりします。 

   分限処分とは公務の能率の維持のために行う処分であり、懲戒処分とは公務員としてふさわしくな

い非行があった場合に公務員関係の秩序を維持するために行う処分です。 

  

① 分限処分者 合計 30 人                                （単位：人） 

処分事由 
平成 29 年度 平成 28 年度 

降任 免職 休職 降給 降任 免職 休職 降給 

勤務実績が良くない場合 

 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

心身の故障の場合 

 
０ ０ 30 ０ ０ ０ 31 ０ 

職に必要な適格性を欠く場合 

 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

職制、定数の改廃、予算の減少

により廃職、過員を生じた場合 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

刑事事件に関し起訴された場

合 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 ０ ０ 30 ０ ０ ０ 31 ０ 
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② 懲戒処分者 合計 １人                               （単位：人） 

戒告 減給 停職 免職 戒告 減給 停職 免職

諸給与の不正領得 0 0 0 0 0 2 0 0

受験採用の際の虚偽行為 0 0 0 0 0 0 0 0

職務命令違反 0 0 0 0 0 0 0 0

信用失墜行為 0 0 0 0 0 0 0 0

守秘義務違反 0 0 0 0 0 0 0 0

職務専念義務違反 0 0 0 0 0 0 0 0

政治的行為違反 0 0 0 0 0 0 0 0

争議行為 0 0 0 0 0 0 0 0

営利企業等従事制限違反 0 0 0 0 0 0 0 0

欠勤・遅刻・早退・勤務態度
の不良等

0 0 0 0 0 0 0 0

公職選挙法違反 0 0 0 0 0 0 0 0

傷害・暴行の刑法違反 0 0 0 0 0 0 0 0

金銭・異性関係等の非行 1 0 0 0 0 0 0 0

収賄 0 0 0 0 0 0 0 0

横領 0 0 0 0 0 0 0 0

道路交通法違反 0 0 0 0 0 0 0 0

管理監督者責任 0 0 0 0 0 1 0 0

その他（不適切な事務処理） 0 0 0 0 3 3 2 0

計 1 0 0 0 3 6 2 0

処分事由
平成29年度 平成28年度

（注）地

方公務員法以外の処分として訓告等の処分があります。 
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５ 職員の服務の状況 

（１）服務に関する基本原則の概要 

基本原則 概 要 

職務専念義務 職員は全体の奉仕者として、勤務時間中全力で職務遂行しなければ

いけません。 

信用失墜行為の禁止 職員は職の信用を傷つけたり、職の全体の不名誉となる行為をした

りしてはいけません。 

営利企業等の従事制

限 

営利企業等に従事することは制限されており、従事する場合には許

可を受けなければなりません。 

争議行為等の禁止 職員は争議行為等が禁止されています。 

 

守秘義務 職員は職務上知り得た秘密を漏らしてはいけません。 

 

政治的行為の制限 職員は政党その他の政治的団体の結成等に関与する等の政治的行為

が禁止されています。 

 

（２）職務専念義務免除制度の概要と免除の状況 

   職務専念義務は一定の事由がある場合に限り、免除されます。 

 

種 類 具体的な内容 付与日数

（日） 

承認者数（人） 

平成 

29 年度 

平成 

28 年度 

研究集会への参加 

（全国保育団体合同

研究集会） 

保育活動の充実及び保育条件

の改善を目的とした全国集会

への参加 (有給) 

１日 ０人 ２人 

交渉 鎌倉市職員団体のための職員

の行為の制限の特例に関する

条例の規定に基づく交渉 

必要と 

認める期間 
43 人 13 人 
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（３）営利企業等従事許可制度の概要と許可の状況 

   職員は許可を受ければ営利企業等に従事することができます。  

 

 

（４）在籍専従休職制度の概要と許可の状況 

   職員は許可を受ければ職員団体（組合）の業務にもっぱら従事することができます。 

   （無給休職扱いとなります。）    

  

 

 

 

 

 

登録団体 許可件数（件） 

平成 29 年度 平成 28 年度 

鎌倉市職員労働組合 ０ ０ 

計 ０ ０ 

平成29年度 平成28年度

株式会社の取締役 1 1

大学非常勤講師に対して支払われる報償 4 5

不動産の賃貸により発生する不動産収入 17 15

日本サッカー協会審判員により発生する収入 2 2

民生委員・児童委員 0 1

剣道の審判、審査員、指導員 1 1

計 25 25

許可した内容
許可件数（件）
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６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 

（１）人材育成基本方針の概要 

   地方分権・行財政改革への取組を進め、長期的かつ総合的な観点で職員の能力開発や資質の向上

を効果的に推進するために、人材育成の目的、方策等を明確にした人材育成に関する基本方針であ

る鎌倉市職員育成基本方針で求めている職員像を目指し、毎年研修重点項目を掲げ研修に取り組ん

でいます。 

 

（２）研修方針・体系の概要と実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 職員研修体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

 

自 主 研 修 

 

 

通 信 教 育 研 修 
自 己 開 発 研 修 
資 格 取 得 研 修 
自 主 グ ル ー プ 研 修 

スキルアップ研修（クレーム処理・
接遇マナー向上など） 

 

 

 

 

職 場 研 修 

 

 

 

 

集 合 研 修 

 

 

 

 

派 遣 研 修 

 

 

 

 

職 場 研 修 
 

意 識 改 革 集 中 研 修 
 

実 務 基 本 研 修 
 

職階（階層）別研修 

人 事 評 価 研 修 

その他行政課題等研修 
（全職員対象研修） 

派 遣 研 修 
 

体 験 研 修 
 

管理監督者集中研修 

基本に立ち返り職員として必要な基
礎知識を習得するための研修 

意識改革集中研修・実務基本研修・その
他行政課題研修の組み合わせの他、マネ
ジメント、労務管理、リーダーシップ、

政策形成能力向上など職階に求められ
る能力に見合った研修を実施 

自治大・市町村職員中央研修所・全国
市町村国際文化研修所・神奈川県市町
村研修センター等 

 

 

 

 

市民活動交流体験・福祉施設派遣等 
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① 研修方針 

職員研修は、次の職員像の育成を目指して実施します。 

１ 市民に信頼され、市民と協働してまちづくりを進める職員 

２ 広い視野と時代の先を読む目を持つ職員 

３ 知識と行動力を持つ職員 

４ 迅速性・効率性などのサービスの質的向上を図る能力を持つ職員 

５ 高い倫理意識を持ち行動する職員 

 

② 自主研修の概要と実施状況 

時代に合わせて新しい知識・技能を身につける通信講座や、市政に関する事項について主体的

に活動する職員を育成する自主グループ研修等があります。 

 
内容 

受講者数（人） 

平成 
29 年度 

平成 
28 年度 

通信教育研修 

語学・ﾊﾟｿｺﾝ・法律・実務・教養・

資格取得の分野について設定し

たコースから受講。受講料の 1/2

を助成（限度額 20,000 円）。 

４ ２ 

自己開発援助 

大学、大学院、各種学校の教育シ

ステムを利用して自主的に勉強

した職員に対し、対象経費の 1/2

を助成（限度額 20,000 円）。 

２ １ 

自主グループ研修 

市政に関する事項を自主的に研

究するグループに対し、活動経

費の一部を助成（限度額 20,000

円）。 

５グループ ６グループ 

 

③ 職場研修の概要と実施状況 

職場単位で研修を行うことにより、新たな知識や情報の習得を図り、情報の共有をより密にし、

日常業務の改善と市政の効率的な運営に寄与することを目的としています。 

16 課等、延べ 38 テーマ、延べ 729 人。 

 

④ 意識改革集中研修の概要と実施状況 

＜意識改革集中研修＞ 

全職員の意識改革を管理監督職から進めるとともに、市職員として自覚と意識の高揚を図りま

す。 
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＜スキルアップ研修＞ 

職員個人の接遇スキルの向上及び職場単位の接遇力アップを図ります。 

 
内容 

実施 

回数 

受講者数（人） 

平成 
29 年度 

平成 
28 年度 

意識改革集中研修 

管理職級研修 ７ 339 16 

課長補佐級研修 ０ ０ ０ 

係長級職員研修 ２ 204 140 

スキルアップ研修 

接遇リーダー研修 ― ― 62 

接遇サブリーダー研修 ― ― 136 

接遇窓口点検研修 １ 17 ０ 

その他 

女性活躍推進研修 １ 16 ０ 

現金出納員及び現金分任出納

員研修 
２ 42 ０ 

 

⑤ 実務基本研修の概要と実施状況 

基本に立ち返り職員としての必要な基礎知識の習得を図ります。 

 
内容 

実施 

回数 

受講者数（人） 

平成 
29 年度 

平成 
28 年度 

コンプライアンス

研修 

＜平成 29 年度は、意識改革集

中研修として実施＞ 

鎌倉市が目指すコンプライア

ンスの方向性について、ハラス

メント防止 

― ― 1,050 

実務基本研修 

＜平成 29年度実施＞ 

法制執務研修、ゲートキーパ

ー、障害者差別解消法研修、契

約事務、会計・支払い事務 

＜平成 28年度実施＞ 

地方自治法、地方公務員法 

７ 323 14 
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⑥ 階層別研修の概要と実施状況 

各職位の役割を認識し必要な知識を身につけるために階層別研修を行っています。 

 
内容 

実施 

回数 

受講者数（人） 

平成 
29 年度 

平成 
28 年度 

新採用職員研修 

(中間研修を含む) 

市長講話、服務、公務員倫理、

地方公務員制度、情報公開と個

人情報保護、文書・公印、情報

セキュリティ、普通救命講習、

接遇とコミュニケーション、市

議会 他 

２ 69 133 

新採用職員追研修 
歴史まちづくり、障害者配慮、

認知症理解、災害対策 他 
１ 29 67 

主事研修 
接遇・ｸﾚｰﾑ対応能力向上研修 １ 35 33 

メンター・OJT 研修 １ 19 ０ 

旧：副主査研修 鎌倉市政策創造ＰＴ ― ― 34 

新採用事務補助嘱

託員研修 

公務員倫理・コンプライアン

ス、個人情報の取扱と情報セキ

ュリティ、接遇研修 

１ 47 ０ 

再任用職員研修 再任用職員研修 １ 31 21 

 

⑦ 人事評価研修の概要と実施状況 

能力・意欲評価の本格導入に伴い、人事評価制度をよりよく理解し運用するための研修を行っ

ています。 

 内容 
実施 

回数 

受講者数（人） 

平成 

29 年度 

平成 

28 年度 

人事評価研修 
評価者研修 ３ 113 ― 

被評価者研修 ― ― ― 
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⑧ その他行政課題等（全職員対象）研修概要と実施状況 

行政課題に関する専門知識の習得をめざします。全職員受講できますが、内容により、 

階層をして必修とします。 

 

内容 
実施 

回数 

受講者数（人） 

平成 

29 年度 

平成 

28 年度 

健康管理講座 

メンタルヘルスの重要性や安

全配慮義務及び部下への対応

等 

５ 116 19 

安全運転セミナー 安全運転について ― ― 約 140 

自転車安全運転セ

ミナー 

自転車の安全運転について 
― ― 23 

ハラスメント研修 
多様化しているハラスメント

問題について 
１ 68 ― 

データリテラシー

研修 

データ活用、GIS/BI ツール演

習、プロジェクト型実習 
５ 155 ― 

市民協働研修 
市民協働の基礎的事項を学び

理解を深める 
12 74 62 

業務改善研修 
事業の取捨選択研修 １ 22 ― 

マネジメント研修 １ 50 ― 

あ・らうんどカフ

ェ 

退職部次長講話、意見交換、人

材マネジメント部会の研究報

告 

１ 17 ― 

人権教育研修会 
100 人いれば 100 通りの性～

僕がゲイでよかったこと～ 
１ 23 26 

他市合同研修 意識改革集中講座 ― ― 13 

  

   ⑨ 派遣研修 

派遣研修は、より広い視野や専門的な知識を身につけるために、職員を他の地方公共団体・

外部の専門機関等（自治大学校、市町村アカデミー、国際文化アカデミー）へ派遣し研修を実

施しています。 

団体名 派遣期間 

派遣者数（人） 

平成 

29 年度 

平成 

28 年度 

自治大学校 ― ― ― 

国土交通大学校 51 日間 ５ ５ 

市町村アカデミー 11 日間 １ ２ 
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【消防職】 

団体名 

 

派遣期間 

 

派遣者数 

平成 29 年度 平成 28 年度 

神奈川県消防学校 １～６か月 27 26 

消防大学校 ２か月 ２ １ 

救急救命士養成所 ６か月 ０ ０ 

 

 

（３）勤務成績の評定状況 

   職員が業務遂行する上で発揮された能力や意欲（取組姿勢）を適正に評価し、職員の能力活用と

人材育成を図るため、人事評価制度（能力意欲評価）を実施しています。評価結果は、昇任・昇格・

人事異動の資料として活用しています。 

   また、管理職については、年間目標を設定しその達成プロセスと結果を評価する、目標管理型の

実績評価を平成 24年度から導入しました。 

 

国際文化アカデミー 11 日間 ３ ３ 

県土整備局 技術職員研修 １日間 １ 10 

環境調査研修所 17 日間 ４ ７ 

市町村研修センター 40 講座 137 124 

国際文化アカデミー 

（海外派遣） 
14 日間 １ １ 

全国建設研修センター ６日間 ２ １ 

早稲田大学マニフェスト研

究所 人材マネジメント部

会 

平成 29 年４月 

～平成 30年１月 

（研究会・シンポジウム・合

宿） 

３ ３ 

学校法人東北芸術工科大学 

公民連携プロフェッショナ

ルスクール 

平成 29 年６月 

～平成 30年１月 

（ｅラーニング・集団研修） 

２ ― 

株式会社企画塾 マーケテ

ィングプランナー養成特別

講座 

平成 29 年６月～９月 

（スクーリング・成果発表大

会） 

10 ― 

三浦半島４市１町合同研修 ― ― １ 
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７ 職員の福祉の状況 

 

（１）共済組合の概要 

   鎌倉市の常勤職員は、神奈川県市町村職員共済組合に加入します。（公立学校に勤務する栄養

士、学校技能員等の一部の職員は公立学校共済組合に加入しています。） 

神奈川県市町村職員共済組合は大きく分けて、短期給付事業、長期給付事業、福祉事業の３つの

事業を行っています。 

   これらの事業に必要な費用は「組合員の掛金」と「地方公共団体の負担金」によって賄われてい

ます。 

   

  ① 短期給付事業 

    組合員とその家族の病気・ケガ・出産・死亡・休業・災害に対して、必要な給付を行います。 

法定給付 

保健給付 病気、負傷などの場合に支払われる給付 

休業給付 育児休業などの場合に支払われる給付 

災害給付 災害などに支払われる給付 

法定外給付 附加給付 法定給付以外の給付 

      

② 長期給付事業 

  組合員の退職・障害・死亡に対して年金・一時金の給付を行います。 

  公務員の公的年金には、基礎年金と共済年金（民間サラリーマンの厚生年金、企業年金に相当

するもの）があります。 

 

○ 共済年金 

退職共済年金 職員（共済組合員）期間等 25年以上の者が退職した場合で、65 歳に達

したとき等に支給（支給開始年齢の特例あり） 

障害共済年金 法定の障害等級に該当する状態にある場合に障害の程度に応じて支給 

障害一時金 軽度の障害の状態で退職したときに支給 

遺族共済年金 組合員が死亡したときに遺族に支給 

（注）要件等は省略しています。 

 

○ 基礎年金 

老齢基礎年金 職員（共済組合員）期間等 25年以上の者が退職した場合で、65 歳に達

したとき等に支給 

障害基礎年金 法定の障害等級に該当する状態にある場合に障害の程度に応じて支給 

遺族基礎年金 組合員が死亡し、18 歳未満の子を有している場合に組合員の妻又は 

18 歳未満の子に支給 

（注）要件等は省略しています。 
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③ 福祉事業 

福祉事業としては、職員（組合員）の健康保持・疾病予防事業などの保健・保養及び教養に資

する事業、保養所の経営などの宿泊事業、住宅貸付などの貸付事業、貯金事業、物資の斡旋事業

など職員の福祉のための事業を行っています。 

保健事業 人間ドック等の補助、電話健康相談、宿泊施設・保養所利用助

成、厚生施設（遊園地・プール等）利用助成など 

宿泊事業 組合員等の健康維持、元気回復のための「湯河原温泉ちとせ」

の利用助成等 

貯金事業 給与天引きにより積立（年率 1.56％ 平成 29 年４月１日現

在） 

貸付事業 普通貸付、特別貸付（医療・入学・修学・結婚・葬祭）、住宅

貸付、災害貸付、在宅介護対応住宅貸付、高額医療貸付、出産

貸付 

物資事業 自動車・オートバイの代金の立て替え払いをし、割賦により

職員から返済を受ける、など 

 

（２）公務災害補償の概要と実施状況 

公務において、災害が発生し、職員が傷病にかかり、または死亡した場合には、地方公務員災害 

補償基金等から一定の補償がなされます。     

（単位：人） 

 平成 29 年度 平成 28 年度 

傷 病 死 亡 傷 病 死 亡 

通勤災害 

新規認定件数 ７ ０ ８ ０ 

補償件数 ７ ０ ８ ０ 

公務上の災害 

新規認定件数 15 ０ 24 ０ 

補償件数 15 ０ 24 ０ 

 

（３）職員の健康診断等の概要 

労働安全衛生法に基づき、職員の健康の保持増進を目的として、毎年健康診断を実施しています。 

   また、安全かつ快適な職場環境に向けて産業医と巡回を行い、職場環境の状況をチェックし、職

場環境の改善に取り組んでいます。 

   

（４）メンタルヘルスへの対応状況 

メンタルヘルスについては、専門の相談員（臨床心理士）による職員相談を月７回実施し、産業

医（精神科医）による相談を月４回実施しています。 

また、職員を対象としたメンタルヘルス研修会を実施しているほか、ストレスチェック実施後、
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組織分析を行い、職場環境改善に取り組んでいます。 

 

（５）ハラスメントへの対応状況 

ハラスメントに対してはハラスメント相談員を設置して職員から随時相談を受け付け、相談に応

じて、適切に対応しています。 

また、適宜ハラスメントに関する講習を職員を対象に行っています。 

 

（６）その他職員福祉のための独自の制度の概要 

地方公共団体は、法律に基づき、職員の保健、元気回復等の厚生制度を企画し実施することとさ

れています。このいわゆる福利厚生事業には職員互助会を通じて行うものと、市が直接実施するも

のがあります。 

鎌倉市職員厚生会は、職員等の互助共済及び福利厚生を増進するために設置された組織で、職員

（消防吏員を除く）で構成されており、職員からの会費、鎌倉市からの補助金を元に運営されてい

ます。 

主な事業としては、文化体育事業（湘南六市役所体育大会、姉妹都市交流、各サークルへの補助

等）や互助会事業（慶弔費・見舞金等の交付）及び会員子弟の奨学資金のほか貸付事業、売店事業

などを実施しています。 

 

  ① 厚生会を通じて実施した事業 

平成 29 年度に鎌倉市職員厚生会が実施した事業は次のとおりです。（厚生会が職員からの会

費のみで実施し、市が公費負担をしていない事業は除きます。） 

事 業 概 要 委託料

（円） 

文化体育活動費（文化体育サークルへの補助、湘南六市役所体育大会開催費等） 1,796,652 

年間保養施設費（保養施設利用に対する助成）※延べ利用人数 231 人 237,804 

事務費、人件費 9,061,799 

公費負担額（補助金）計                11,096,255 

 

② 消友会を通じて実施した事業 

平成 29 年度に消友会が実施した事業は次のとおりです。（消友会が職員からの会費のみで実

施し、市が公費負担をしていない事業は除きます。） 

事 業 概 要 委託料（円） 

文化体育活動費（文化体育サークルへの補助、姉妹都市交流親善費等） 462,000 

年間保養施設費（保養施設利用に対する助成） 240,000 

事務費、需用費 1,158,747 

公費負担額（委託料）計                1,860,747 
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③ 鎌倉市が直接実施した事業 

平成 29 年度に鎌倉市が直接実施した主な事業は次のとおりです。 

事業概要・給付単価 実施件数 実績額（円） 

人間ドック助成 (上限額 １人 12,500 円) 547 人 6,778,940 

福利厚生外部委託事業  6,888,142 
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８ 公平委員会の業務の状況 

  

（１）勤務条件に関する措置要求制度の概要と状況 

   職員は、給与等勤務条件に関して公平委員会に当局が適当な措置を講じるよう要求することが

できます。 

 （平成 29 年度）                            （単位：件） 

年度当初

係属件数 

新規要求

件  数 

処理件数 年度末 

係属件数 要求認容 棄却 却下 取下げ 計 

0 0 - - - - - 0 

 

（２）不利益処分に関する審査請求制度の概要と状況 

     職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に審査請求をすること

ができます。 

 （平成 29 年度）                            （単位：件） 

年度当初

係属件数 

新規請求

件  数 

処理件数 年度末 

係属件数 処分取消し 棄却 却下 取下げ 計 

0 0 - - - - - 0 

 

（３）苦情処理制度の概要 

   職員は、任用、給与、勤務時間その他の勤務条件、服務等人事管理の全般に関する苦情の申出

及び相談を公平委員会等にすることができます。 

（平成 29 年度）                            （単位：件） 

年度中 

相談件数 

年度中 

処理件数 

年度末 

未処理件数 

0 0 0 

 

 

 


